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公募型プロポーザルの公告 

 

公募型プロポーザルにより業務委託者の選定を行いますので、次のとおり公告します。 

 

令和２年４月１７日 

 

橿原市長  亀 田  忠 彦 

 

１ 公募型プロポーザル公告に付する事項 

（１） 委託業務名 

橿原市新本庁舎建設基本・実施設計業務 

（２） 委託期間 

契約締結日の翌日から令和３年１２月１７日（金）まで 

（３） 委託場所 

橿原市 八木町 地内 

（４） 契約内容 

「橿原市新本庁舎建設基本・実施設計業務 特記仕様書（案）」の通り 

（５） 業務の目的 

本業務は、橿原市新本庁舎建設基本計画（修正版）に基づき、新本庁舎建設工事およ

び新本庁舎建設事業の関連工事に必要な基本・実施設計図書を作成することを目的とす

る。 

 

２ 応募の要件 

（１） 本業務の応募に際しては、単体企業又は２～３者で構成される設計共同体の組成による 

応募とする。 

（２） 設計共同体の組成に関しては、設計共同体を構成する企業の出資比率最低限度を２者の 

場合においては３０％以上、３者の場合においては２０％以上とする。また、出資比率

が最大の者を代表企業とすること。 

 

３ 参加資格 

本プロポーザルに参加しようとする者は、以下の要件を全て満たすものとする。なお、（１） 

～（５）については、参加表明書提出日を基準とする。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定（同令第１６７条 

の１１第１項において準用する場合も含む）に該当しないこと。  

（２） 当該年度の橿原市入札参加資格者名簿の建築コンサル（建築一般）に登録していること。 

（３） 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定による一級建築士事務所の登録

を受けていること。 

（４） 橿原市契約における暴力団排除に関する要綱（平成２４年橿原市告示第１７５号）に基

づく入札参加資格取消措置を受けていないこと。 



 2 

（５） 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定に基づく破産手続開始の申し立て、会社更生

法（平成２７年法律第１７２条）の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の申立てをしていない又は

申立てがなされていないこと。 

（６） 橿原市入札参加資格停止要綱（平成１４年橿原市告示第２０８号）による資格停止措置

又は資格留保を受けていないこと。（参加表明書提出期限日から契約締結日まで） 

（７） 設計共同体においては、代表企業が上記（１）～（６）の全て、代表企業以外の構成企

業が（１）及び（３）～（６）を満たしていること。なお、代表企業以外の構成企業の

うち、（２）の登録を受けていない者は「参加申請書等」（別添１）に記載された資料を

提出すること。 

（８） 過去１０年以内（平成２２年４月１日から令和２年３月３１日まで）に完了した、本業

務と同種の業務（以下、「同種業務」という）又は本業務と類似の業務（以下、「類似業

務」という）の実績を有していること。なお、本業務における、同種業務及び類似業務

とは下記の通りとする。 

   《同種業務》 

    ・国又は地方公共団体発注の延床面積５，０００㎡以上の庁舎建設にかかる設計業務 

 《類似業務》 

下記のいずれかとする。 

  ・国又は地方公共団体発注の延床面積２，５００㎡以上５，０００㎡未満の庁舎建設に

かかる設計業務。 

  ・国、地方公共団体又は独立行政法人発注の延床面積５，０００㎡以上の庁舎以外の建

設にかかる設計業務。 

   ※本業務における設計業務とは新築、改築又は増築工事にかかる基本設計又は実施設

計業務とする。ただし、増築工事にかかる設計業務については、増築部分の延床面

積を実績の対象とする。また、同一建築物の基本設計及び実施設計を分割で受注し

た場合はどちらか一方の実績とする。 

   ※本業務における庁舎とは官公庁の執務室を有する施設、庁舎以外とは官公庁の執務

室を有さない施設（学校、病院、文化施設、警察・消防庁舎等）とする。 

   ※同種業務又は類似業務実績に、設計共同体としての実績を有する場合は、代表企業

の実績のみ有効とする。 

 （９）設計共同体においては、上記（８）に関して代表企業の実績を提出すること。 

 （10）主たる分担業務分野（建築（総合））については再委託することはできない。 

（11）この業務を行う期間中、管理技術者、主任担当技術者（総合、電気設備、機械設備、構

造、建築積算）を配置（各技術者の兼任は不可とする。）すること。 

配置技術者については４．配置技術者要件を満たすこと。 

※本業務における主任担当技術者とは管理技術者の下で各担当業務分野における担当技

術者を総括する役割を担う技術者とする。なお、担当業務分野の範囲は、下記の通り

とする。 

（総合）：平成３１年国土交通省告示第９８号別添一第１項第一号及び第二号（以下、「告
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示第９８号」という）「設計の種類」における「総合」 

（電気設備）：告示第９８号「設計の種類」における「設備」のうち、「電気設備」に係 

るもの 

（機械設備）：告示第９８号「設計の種類」における「設備」のうち、「給排水衛生設備」、

「空調換気設備」及び「昇降機等」に係るもの 

（構造）：告示第９８号「設計の種類」における「構造」 

 （建築積算）：建築のライフサイクル全般に渡るコストマネジメント業務 

 

４ 配置技術者要件 

   配置技術者については以下（１）～（３）の要件を全て満たすこと。 

（１） 管理技術者及び主任担当技術者（総合）は参加表明書提出者の事務所に所属し、かつ、

参加表明書提出期限以前に３ヶ月以上の雇用関係があること。その他の配置技術者は、

提出者又は再委託先に所属し、かつ、参加表明書提出期限以前に３ヶ月以上の雇用関係

があること。また、設計共同体においては、管理技術者は代表企業から選定すること。 

（２） 管理技術者、主任担当技術者は以下のいずれかの資格を有すること。 

管理技術者 一級建築士（昭和２５年法律第２０２号） 

主任担当技術者（総合） 一級建築士（昭和２５年法律第２０２号）  

主任担当技術者（電気設備） 設備設計一級建築士、建築設備士（昭和２５年法律第２０２号） 

主任担当技術者（機械設備） 設備設計一級建築士、建築設備士（昭和２５年法律第２０２号） 

主任担当技術者（構造） 構造設計一級建築士（昭和２５年法律第２０２号） 

主任担当技術者（建築積算） 建築コスト管理士、建築積算士（公益社団法人日本建築積算協会）  

（３）管理技術者及び主任担当技術者（総合）は、過去１０年以内（平成２２年４月１日から

令和２年３月３１日まで）に完了した、３．参加資格（８）の同種業務又は類似業務実

績を有すること。主任担当技術者（構造）は、過去１０年以内（平成２２年４月１日か

ら令和２年３月３１日まで）に完了した、延床面積５，０００㎡以上の免震又は制震構

造建築物の実施設計業務実績（建物用途、発注主は問わない）を有すること。 

 

５ スケジュール 

手   順 期限等 

公告日 令和２年４月１７日（金） 

質問票の提出期限（参加表明） 令和２年４月２４日（金） 

質疑回答（参加表明） 令和２年４月２８日（火） 

参加表明書提出期限 令和２年５月１２日（火） 

提案資格確認結果通知 令和２年５月２２日（金） 

質問票の提出期限（企画提案書） 令和２年５月２９日（金） 

質疑回答（企画提案書） 令和２年６月 ５日（金） 

提出意思確認書提出期限 令和２年６月１２日（金） 

企画提案書の提出期限 令和２年６月１９日（金） 
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ヒアリング日程通知 令和２年６月２６日（金） 

ヒアリング実施日 令和２年７月 ５日（日） 

評価結果通知書送付 令和２年７月１０日（金） 

契約の締結、結果公表 令和２年７月下旬（予定） 

 

６ 公募型プロポーザル実施要領等の交付 

（１）交付期間 

令和２年４月１７日（金）から令和２年５月１１日（月）まで 

 （２）交付資料 

①橿原市新本庁舎建設基本・実施設計業務公募型プロポーザル実施要領 

②橿原市新本庁舎建設基本・実施設計業務 特記仕様書（案） 

③橿原市建設工事に係る委託業務仕様書 

④建築設計業務委託契約書（案） 

⑤参加表明書     （様式第１号） 

⑥設計共同体協定書  （様式第１０号） 

⑦業務実績調書    （様式第１１号） 

⑧業務実施体制    （様式第１２号） 

⑨配置予定技術者調書 （様式第１３－１号、様式第１３－２号、様式第１３－３号） 

⑩説明請求書     （様式第３号） 

⑪質問票       （様式第１４号） 

⑫提出意思確認書   （様式第４号） 

⑬企画提案書表紙   （様式第１５号） 

⑭参加申請書一式   （様式第Ａ号～第Ｈ号） 

   ※上記の交付資料は、下記 URL からダウンロードすること。 

   ＜URL＞https://www.city.kashihara.nara.jp/article?id=5c35249cf1a7f00f31b1f0a8 

    

７ 参加表明に関する質問票の受付期間 

   令和２年４月１７日（金）から令和２年４月２４日（金）正午まで 

※質問票は電子メールで提出することとし、持参や口頭による質問は受け付けない。 

 

８ 参加表明書の提出期間 

   令和２年５月７日（木）から令和２年５月１２日（火）正午まで 

※参加表明書の提出方法は、持参または郵送とすること。 

なお、持参による場合の受付時間は、土日祝日を除く平日の午前９時から午後５時まで

とし、郵送による場合は、簡易書留郵便とし令和２年５月１１日（月）までに到着した

ものに限る。 
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９ 企画提案に関する質問票の受付期間 

   令和２年５月２５日（月）から令和２年５月２９日（金）正午まで 

※質問票は電子メールで提出することとし、持参や口頭による質問は受け付けない。 

 

１０ 提出意思確認書の提出期間 

   令和２年６月８日（月）から令和２年６月１２日（金）正午まで 

   ※提出意思確認書の提出方法は、持参または郵送とすること。 

なお、持参による場合の受付時間は、土日祝日を除く平日の午前９時から午後５時ま

でとし、郵送による場合は、簡易書留郵便とし令和２年６月１１日（木）までに到着

したものに限る。 

 

１１ 企画提案書等の提出期間 

   令和２年６月１５日（月）から令和２年６月１９日（金）正午まで 

※企画提案書の提出方法は、持参または郵送とすること。 

なお、持参による場合の受付時間は、土日祝日を除く平日の午前９時から午後５時ま

でとし、郵送による場合は、簡易書留郵便とし令和２年６月１８日（木）までに到着

したものに限る。 

 

１２ 契約の不締結 

    契約候補者の特定後、契約締結までの間に次のいずれかに該当する事由があると認めら 

   れた場合、契約を締結しないものとする。 

（１） 契約候補者の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支店または営業所の代表者、

その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあってはその者及

び支配人並びに支店又は営業所の代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。）第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められたとき。 

（２） 暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に

実質的に関与していると認められたとき。 

（３） 契約候補者の役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。 

（４） 契約候補者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与

する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認

められるとき。 

（５） 契約候補者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められるとき。 

（６） この契約に係る下請契約又は資材及び原材料の購入契約等の契約にあたって、その相手

方が（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締

結したと認められるとき。 

（７） 本市の入札参加資格停止措置及び入札参加者資格保留措置を受けたとき。 
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１３ その他 

   詳細は、「橿原市新本庁舎建設基本・実施設計業務 公募型プロポーザル実施要領」による 

ものとします。 

 

１４ 担当課 

   橿原市 企画部 プロジェクト推進局 庁舎整備課 

   〒６３４－８５８６ 

   奈良県橿原市八木町１丁目１番１８号 

   ＴＥＬ：０７４４－２１－１１０７ 

   ＦＡＸ：０７４４－２０－１５２８ 

   Ｅ－ｍａｉｌ ：chosha@city.kashihara.nara.jp 

 


